
 

雇用保険法施行令の一部を改正する政令案について 

 

１．改正の趣旨 

○ 令和８年熊本地震により被害を受けた職業能力開発校等の円滑な運営を確保す

ることを目的として、雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号。以下「法」という。）

第 63 条第１項第２号に基づき行う職業能力開発校設備整備費等補助金の支給に関

し、その施設及び設備の災害復旧に要する経費に関する令和８年度の特例を定める

ため、雇用保険法施行令（昭和50年政令第25号）の改正を行う。 
 
２．改正の概要 

○ 熊本県が設置する職業能力開発校等の施設及び設備であって令和８年熊本地震

により著しい被害を受けたものの災害復旧に要する経費については、令和８年度に

おいて、職業能力開発校設備整備費等補助金の補助率を１／２から２／３に引き上

げるものとすること。 

 

○ 具体的には、災害救助法（昭和22年法律第118号）の適用を受けた熊本市及び

菊池郡菊陽町にある公共職業能力開発施設（熊本県立高等技術専門校、熊本県立技

術短期大学校）を支援するため、当該施設を設置する熊本県について、補助率引き

上げの対象とする。 

 

負担割合 国 都道府県 

現 行 １／２ １／２ 

特 例 ２／３ １／３ 

 

 

３．根拠条項 

 法第 63条第２項 

 

４．施行期日等 

公布日 ：令和８年９月上旬（予定） 

施行期日：公布日 

 


